
年次 Ⅱ-2-1 Ⅱ-2-2

Ｈ30

A市では⾼度成⻑期をピークに複数の下⽔処理場と管渠整備を
進めて概成しているが、計画当初と⽐べ、⼈⼝が減少に転じ
るなど社会情勢は⼤きく変化している。また、年数の経過と
ともに施設・設備が⽼朽化し、効率的な改築が⼤きな課題に
なっている。
そこで、下⽔処理場ごとに単独で改築対策を⾏うのではな
く、A市内での下⽔処理場間ネットワークを組み込んだ下⽔
道の再構築計画の策定を⾏うこととなった。あなたが、この
業務を進めるに当たり、下記の内容について気記述せよ。
（１）着⼿時に調査すべき内容
（２）業務を進める⼿順と業務を進める際に留意すべき事項
（３）本業務において期待される効果

A市は⽔処理能⼒20万㎥/⽇の標準活性汚泥法の下⽔処理場を有
しており、汚泥処理⽅式は、濃縮、消化、脱⽔、焼却の⼀連の
プロセスで構成されている。下⽔道事業は地⽅公共団体の事業
の中でも⼤量の温室効果ガスを排出している事業であり、今後
も温室効果ガス排出量の増加要因が⾒込まれる事業であること
を踏まえ、下⽔道温暖化対策推進計画を策定することになっ
た。あなたが、この業務を進めるに当たり、以下の項⽬に関し
てどのように対応するか記述せよ。
（１）事前に把握する必要がある事項
（２）計画を策定するための⼿順及び検討事項
（３）温室効果ガスの排出抑制対策の２つ挙げ、導⼊において
予想される技術的課題及びその対応策
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下⽔道管の⽼朽化や腐⾷が想定される下⽔道整備区域におい
て、予防保全型維持管理を前提に、修繕や改築を計画的に⾏
うことが求められている。あなたがこの業務を進めるに当た
り、必要となる下記の内容について記述せよ。
（１）事前に点検・調査を⾏う事項
（２）修繕か改築かの選択に際しての業務⼿順
（３）改築に当たって、布設替えか更⽣⼯法の採⽤かを選定
するに際しての留意事項

下⽔道整備が概成しているA市は、約30年経過した２箇所の標準
活性汚泥法（⽇平均汚⽔量５万㎥/⽇、３万㎥/⽇）の処理場、
約15年経過した２箇所のオキシデーションディッチ法の処理場
（⽇平均汚⽔量１千、２千㎥/⽇）を有しており、現在の汚泥処
理・処分⽅法は各処理場で脱⽔した後、外部搬出（埋⽴処分）
している。
汚泥処理・処分のライフサイクルコスト縮減、汚泥の有効利⽤
等を⽬的として、汚泥の集約処理について検討することになっ
た。あなたが、この業務を進めるに当たり、以下の項⽬に関し
てどのように対応するか記述せよ。
（１）事前に調査する必要がある事項
（２）汚泥の集約処理を⾏うか否かの選択に当たっての検討⼿
順
（３）集約処理の導⼊において予想される技術的課題及びその
対応策
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A処理場は、⽇平均汚⽔量4万㎥/⽇であり、⽔処理⽅式は標
準活性汚泥法、汚泥処理⽅式は分離濃縮（最初沈殿池汚泥は
重⼒濃縮、余剰汚泥は機械濃縮）、脱⽔（ベルトプレス脱⽔
機）を採⽤し、脱⽔した汚泥は埋⽴処分している。汚泥の減
量化・有効利⽤、バイオガスの有効利⽤等を⽬的として、新
たに嫌気性消化プロセスの導⼊について検討することになっ
た。あなたが、この業務を進めるに当たり、下記の内容につ
いて記述せよ。
（１）事前に把握する必要がある事項
（２）嫌気性消化プロセス導⼊に当たっての検討項⽬
（３）導⼊において留意すべき技術的事項

B市では、⼀定の計画規模で浸⽔対策施設の整備が進捗している
にもかかわらず、局地的な⼤⾬により浸⽔被害が多発してい
る。また、同市の財政状況は厳しく、早急かつ全⾯的な⾬⽔整
備⽔準の向上は困難である。こうした都市においては、これま
でに築きあげられてきた施設や観測・施設情報等を活⽤し、浸
⽔被害の軽減を図っていくことが有効である。
このような状況を踏まえ、浸⽔対策に携わる下⽔道の担当責任
者として計画策定業務を進めるに当たり、下記の内容について
記述せよ。
（１）事前に調査する必要がある項⽬
（２）計画策定までの業務⼿順とその内容
（３）上記した業務を進める際の留意事項

【設問Ⅱ-2】次の2設問（Ⅱ-2-1、Ⅱ-2-2）のうち1設問を選び解答せよ。（解答設問番号を明記し、答案⽤紙2枚以内にまとめよ。）
上下⽔道部⾨ 下⽔道
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合流式下⽔道は汚⽔と⾬⽔の対策を同時に進められるという
利点はあるが、⾬天時に⾬⽔吐やポンプ場から未処理で放流
される下⽔や、簡易処理により放流される下⽔は、その⽔量
や⽔質により放流先である河川や海域の⽔質、⽣態系、⽔域
の利⽤者の公衆衛⽣に影響を及ぼしている。
合流式下⽔道の改善業務に携わる担当責任者として計画策定
業務を進める場合、以下の内容について記述せよ。
（１）事前に把握する必要がある事項
（２）計画を策定するための⼿順
（３）業務を進める際に留意すべき技術的事項

⽔環境の保全に当たっては、健全な⽔環境の構築の観点に加
え、⽣物多様性や⽣態系の保全といった観点がこれまで以上に
重要と認識されるとともに、⼈⼝減少や省エネルギー等の社会
変化への対応など、下⽔道を取り巻く状況は変化してきてい
る。
このような変化を踏まえ、流域単位の⽔環境管理の取組みとし
て、流域別下⽔道整備総合計画の策定（⾒直しを含む。）を下
⽔道の技術者として検討する場合、以下の内容について記述せ
よ。
（１）流域の⽔環境管理において留意すべき現状と課題
（２）計画を策定するための⼿順
（３）計画を策定する際に留意すべき課題への対応策
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我が国では、⾼度経済成⻑期以降に下⽔道整備が急速に進め
られ、管路施設や処理場等の下⽔道ストックが増⼤してい
る。今までに整備された下⽔道施設は、⽇々劣化し、⽼朽化
等による道路陥没の発⽣や処理機能の停⽌に陥る危険性があ
り、⽇常⽣活や社会活動への重⼤な影響が懸念されている。
今後、さらに増加する下⽔道ストックや⽼朽化する下⽔道施
設全体を将来にわたって適切に維持管理・改築・修繕してい
くための⼿法として、ストックマネジメントが着⽬されてい
る。あなたが施設管理の担当責任者としてストックマネジメ
ントを導⼊、実践する場合、下記の内容について記述せよ。
（１）導⼊により期待される効果
（２）業務を進める場合の⼿順
（３）業務を進める際に留意すべき事項

1995年の阪神・淡路⼤震災以降、2004年の新潟県中越地震、
2011年の東⽇本⼤震災と、⽇本各地で頻繁に地震災害が起きて
いる。
⼀⽅、2001年のニューヨークWTCテロ以来、BCP（業務継続計
画）は、企業の危機管理対策として重要な地位を占め、現在で
は、国や地⽅公共団体も、災害時などの危機に対応して⾏政
サービス業務を継続することを⽬的とする公共版BCP（⾃治体
BCP）の策定に取組始めた。
あなたが、地⽅公共団体で下⽔道BCPの策定業務を進める担当
者であるとして、下記の内容について記述せよ。
（１）下⽔道BCP策定の⼿順と留意点
（２）下⽔道BCP策定に当たり全庁BCP、地域防災計画と調整
すべき事項
（３）下⽔道BCP策定後、継続的に改善させていくために必要
な事項
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下⽔汚泥のエネルギー化技術の導⼊担当者として、事業⼿法
や地球温暖化対策等を考慮しつつ業務を進める場合、以下の
項⽬に関してどのように対応するか記述せよ。
（１）事前に調査する必要がある事項
（２）業務を進める⼿順
（３）業務を進める際に留意すべき事項

既存の下⽔処理場において、新たに窒素を対象とする⾼度処理
化を図るため、⾼度処理⽅法を選定を⾏うことになった。あな
たが、この業務を担当者として進める場合、以下の項⽬、内容
に関してどのように対応するか記述せよ。
（１）⾼度処理⽅法の選定に当たって、事前に調査・確認すべ
き内容
（２）⾼度処理⽅法の選定⼿順
（３）⾼度処理⽅法の選定に当たって、留意すべき事項


